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はじめに　
　突然の解散・総選挙だった。安倍首相の意向が

報じられたのが ９月17日で解散が28日、公示は10

月10日で投票が22日。稀
まれ

に見るあわただしい総選

挙だった。どうして突然、解散する必要があった

のか。その理由は最後まで明確にならなかった。

「大義なき解散」と批判されたのも当然である。

　このあわただしさに輪をかけたのが、小池百合

子東京都知事による新党「希望の党」の結成表明

に始まる野党内での混乱だった。こうして「小池

劇場」の幕が開いた。しかし、「排除の論理」に

よって舞台は暗転し、民進党は分裂、立憲民主党

が登場する。「信義なき再編」による混乱が静ま

る暇
いとま

もなく、22日の投票日が迎えられた。

　衆院選の結果は、表 １のとおりである。自民党

は284議席、公明党は29議席で、与党は313議席と

300議席の大台を確保し、安定過半数の維持に成

功した。野党は大きく明暗が分かれ、第一党の立

憲民主党は55議席に躍進したが、第二党以下の希

望の党は50議席、日本共産党は12議席、日本維新

の会は11議席に後退し、社会民主党は ２議席を維

持した。このほか、自由党が ２議席、無所属が20

議席になっている（図 １）。

　各政党の選挙期間中の勢いの変化を示すため

に、ここでもう一つの表 ２を示したい。中盤の情

勢と選挙結果とを比べたものである。この表を見

てわかることは、立憲民主党の勢いのすごさだ。

この勢いに呑
の

み込まれるような形で、希望（－

６）、共産（－ ３）、自民（－ ２）、維新（－ １）

の各党が、予測よりも議席を減らしている。

　選挙戦の中盤から後半にかけて、立憲民主党の

「ブーム」が生じたということだろう。強力な

「追い風」が吹いて議席が上積みされたことが分

かる。

　今回の選挙では、新たに結成された立憲民主党

だけが議席を増やした。予測との比較を見ても、

その勢いを知ることができる。選挙の勝敗という

ことで言えば、立憲民主党こそが唯一の勝者だっ

た。ここに、今回の総選挙の最も大きな特徴が示

されている。

　このような結果をどう見たらよいのか、「劇場

型選挙」の舞台の上で何が演じられ、その幕の影
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でどのような動きがあったのか。その内容と意味

を明らかにし、選挙後の課題についても若干の検

討を行うことにしたい。

与党は「勝った」のか１

自民党の延命と「勝因」　

　選挙後の新聞各紙の見出しには、「自民圧勝」

「自民大勝」の文字が躍った。自民党は単独で過

半数を制し、与党でも ３分の ２の多数を維持して

いる。政権基盤の安定という当初の目標を達成し

たのだから、負けたわけではない。しかし、選挙

後の安倍首相の表情には、勝利感や高揚感が意外

なほど感じられなかった。それは、自民党が支持

を増やして「勝った」わけではないからである。

　図 ２は、衆院選での自民党の獲得議席数と絶対

得票率を示している。これを見ればすぐに分かる

ように、自民党の獲得議席は2005年の小泉郵政選

挙での296議席がピークだった。その後、政権を

失った09年総選挙で119議席と惨敗する。12年総

選挙で政権に復帰したが、獲得議席は293議席で

05年総選挙に及んでいない。

　その後も、14年総選挙では291議席で ２議席減、

今回の17年総選挙では284議席と ７ 議席減になっ

ている。過去 ３回の総選挙で、自民党の獲得議席

は増えていない。今回は定数が10議席削減された

ので単純な比較はできないが、ほぼ現状維持にす

ぎなかった。

　なお、今回の自民党の獲得議席のうち、比例代

表・東海ブロックでの １議席は立憲民主党の候補

者が足りなかったために当選したもので、本来で

あれば自民党の獲得議席は283であった。

　小選挙区での自民党の得票数を有権者総数で

割った絶対得票率の変動でも、ピークは05年に

なっている。政権を失った09年総選挙で大きく減

らしているが、政権に復帰した12年総選挙でもさ

らに減っている点が注目される。自民党は議席を

回復したが、有権者内での支持の割合は減ってい

たのである。この割合は12年総選挙で横ばい、今

回の17年総選挙で多少上向いているが、大きな変

化ではない。過去 ３回の総選挙での絶対得票率は

ほぼ25％で、有権者の ４人に １人しか自民党に投

票していない。

　それなのに「圧勝」「大勝」などと報じられる

ような成績が残せたのは、大政党に圧倒的に有利

な小選挙区制のためである。この選挙制度のカラ

クリと恩恵は、対抗する野党が分裂しているとき

に増大し、統一しているときには減少する。与野

図 1　衆参両院の勢力分野
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表１　衆議院議員選挙　党派別議席数 （2017年10月24日）

＊定数10減。公示前勢力は解散後の党派移動を含む（欠員3、民進の不出馬7人は除く）。
＊当選者には無所属からの追加公認を含む（自民3人、立憲１人）。無所属は野党系21。
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表 2　選挙結果と中盤の予測（『朝日新聞』10月14日付）との差
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党の対決構図が １対 １になれば、小選挙区制の害

悪を減らすことができる。だからこそ、このよう

な対決構図を作ろうとして市民と野党は共闘をめ

ざしたのである。

　しかし、このような共闘体制は十分に構築でき

なかった。今回の総選挙でまたもや自民党が「大

勝」した根本的な要因はこの点にある。

安倍首相による「疑似餌」と 
野党の「敵失」　

　「衆院選の結果には驚きませんでした。自民党

が勝ちましたが、それは他の政党のオウンゴール

が原因。野党同士がまるで共食いをしているよう

でした。」

　日本外国特派員協会（FCCJ）会長でシリア出

身のカルドン・アズハリ氏は、こう言っている。

多くの日本人の報道関係者の感想も似たようなも

のだろう。政府寄りの『産経新聞』の石橋文
ふみ

登
と

編

集局次長兼政治部長も、次のように指摘してい

る。

　「事前調査では、民進、共産両党が共闘すれば

自民党は50議席超を失う公算が大きかった。そう

なれば憲法改正は水泡に帰す。それどころか総裁

３選に黄信号が灯
とも

り、政権運営もおぼつかなくな

る。……ところが、 ９月25日の首相の解散表明に

合わせて、小池百合子東京都知事が『希望の党』

を旗揚げした。28日には民進党が希望への合流を

決めた。……小池氏が『排除の論理』を唱えたこ

とにより、民進党は希望の党、立憲民主党、無所

属の ３つに分裂。期せずして自民党が『無敵』と

なる枠組みが生まれたのだ。しかも小池氏は出馬

を見送り、希望の勢いは急速に衰えた。……振り

返ってみれば敵失による勝利といえなくもない

が、政権与党が圧倒的な勢力を得た意義は大き

い。」（『産経新聞』10月23日付）

　このように小選挙区における自民党の「勝因」

は明らかだ。それは小池都知事による希望の党の

結成と「排除の論理」をきっかけにした野党の分

断にあった。このような「敵失」によって、小選

挙区制が持っているカラクリと恩恵が増幅させら

れたからである。

　しかし、自民党は比例代表でも1856万票を獲得

し、90万票も増やすなど健闘している。その要因

として考えられるのは、第 １に、客観的な背景と

しての北朝鮮危機と経済状態である。北朝鮮の金
キム・

正
ジョン

恩
ウン

政権による核開発とミサイル発射実験に国

民は不安を高めていたうえに安倍首相はそれを煽
あお

りたてた。また、景気の状況も「いざなぎ超え」

がささやかれるような一定の回復状態にあり、株

価も「官製相場」による高進を続けていた。国民

の実感を伴うものではなかったとはいえ、安倍首

相が数字を挙げて「景気回復」を強弁できる程度

の経済状態だったことは事実である。

　第 ２に、このような客観的背景を利用して、安

倍首相は「疑似餌」をまいた。一定の有権者はこ

れに食いついて釣り上げられたのである。解散の

「大義」として北朝鮮危機への対応や消費増税に

よる増収分の使途変更を打ち出し、若者の教育と

子育て支援に力を入れ、高齢者重視から全世代型

に社会保障のあり方を変えると約束した。これが

ある程度、青年層や若いママの期待を集めたので

図 2　参院選　自民の獲得議席と絶対得票率

自民党の絶対投票率（％）

自民の得票数（小選挙区）
有権者総数＝

出所：『毎日新聞』2017 年 10 月 24 日。
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ある。

　第 ３ に、「小池劇場」によって混乱に陥った野

党の状況は、小選挙区だけでなく比例代表の得票

にも微妙な影響を与えた。北朝鮮危機に不安を高

めた国民は「信義なき再編」に嫌気がさし、離合

集散を繰り返す野党よりも安定した政権の方がま

しだという意識を強めたのではないだろうか。そ

こに安倍首相は付け込み、北朝鮮の脅威を煽って

政権安定のメリットを強調した。

　他方で、選挙直前に大きな問題となっていた

「森
もり

友
とも

」「加
か

計
け

」学園疑惑には口をつぐんで「丁寧

な説明」を回避し、「政治の私物化」という批判

を無視した。 ９条改憲についても、選挙公約の重

要項目に掲げたものの街頭演説で触れることはほ

とんどなかった。重要な争点を隠しての選挙戦術

に徹したのである。このような「争点隠し選挙」

も、自民党の「勝因」の一つだったと思われる。

「全勝神話」が崩れて 
「敗北」した公明党　

　現状維持に成功した自民党と比べて、公明党の

状況は厳しいものだった。公明党は改選前の34議

席から ５議席減となって29議席にとどまったから

だ。総選挙が公示される直前の10月 ３ 日、樋口尚
なお

也
や

前衆院議員が女性問題で離党して公認を辞退し

ているから、実際には ６議席減になる。

　小選挙区では神奈川 ６区に立候補した当選 ７回

の前職が敗れて議席を失った。政権交代を実現し

た2012年総選挙以来の小選挙区での全勝がストッ

プするという思いもかけない結果だった。「全勝

神話」の崩壊である。

　図 ３は公明党の比例票と議席数の推移を示して

いる。これを見れば、今回の結果がいかに大きな

「敗北」であったかが分かる。比例代表では前回

731万票だった得票数が今回は698万票となり、

700万票を下回った。これは自民党と選挙協力を

始めた2000年衆院選以降、初めてのことで、13回

にわたる衆院選と参院選での最低である。

　獲得議席数でも、民主党ブームによって与党の

座を失った09年選挙の21議席に次ぐ少なさになっ

ている。この ２回以外、30議席を下回ったことは

一度もなかった。これは公明党にとって大きな

ショックだったにちがいない。

　この結果について、公明党は総選挙総括の原案

で、安倍首相を強く支持する姿勢や憲法論議での

対応が支持者の不信感や混乱を招いたと指摘して

いた。斉藤鉄夫選対委員長は、①準備時間の不

足、②野党再編で公明党の存在感が埋没した、③

当時の現職 ２人に女性問題が相次いで発覚したこ

となどを敗因に挙げている。

　党内や創価学会には、特定秘密保護法や安保法

の制定、共謀罪の新設などをめぐって「平和の

党」を掲げる公明党が安倍首相サイドに押し込ま

れてきたという不満があるようだ。衆院選で立憲

民主党が注目され、「中道やリベラルな政策に期

待した無党派層が流れた」（創価学会関係者）と

いう見方も出ており、公明党関係者は「自民に引

きずられ続けると、いずれ党内や支持者の不満が

爆発しかねない」と指摘している（『毎日新聞』

11月11日付）。

　ただし、自民党との距離の取り方は簡単ではな

図 3　公明の比例表と議席数の推移

出所：『毎日新聞』2017 年 11 月 11 日付より作成。
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は公明党に投票してもらうように求めているから

だ。今回の結果についても、都議選で小池都知事

の都民ファーストの会と選挙協力したために自民

党側にわだかまりが残り、衆院選に尾を引いたと

いう見方もある。

　安倍首相は自衛隊の存在を明記する改憲を提案

しており、公明党は慎重な構えを崩していない。

今回の選挙結果は、安倍 ９条改憲に対する公明党

の対応についても微妙な影響を与える。態勢の立

て直しを目指す公明党の指導部にとっては、これ

が大きな試金石になるにちがいない。

小選挙区制の問題点と克服への道　

　今回の総選挙では、改めて小選挙区制の問題点

が浮上した。そのカラクリと恩恵によって自民党

が「勝利」したことは、すでに指摘した通りであ

る。これに関連して、さし当り ２点指摘しておき

たい。

　その一つは、得票数と議席数の大きなかい離で

ある。今回の選挙での自民党の得票率は小選挙区

で47.82％、比例代表では33.28％であった。しか

し、議席占有率は小選挙区で75.4％へと跳ね上が

り、30ポイント近くの増である。比例代表の場合

には37.5％で、 ４ポイントしか増えていない。

　小選挙区の場合、 ４割台の得票率で ７割台の議

席を獲得している。この結果、莫
ばく

大
だい

な「死票」が

生まれ、大政党の議席が膨れ上がり、有権者の投

票行動が歪
ゆが

められ議席に反映されなくなる。この

ような歪みが選挙への信頼を失わせ、投票率の低

下を招いているのではないだろうか。

　もう一つの問題は、今回新たに明らかになった

選挙区割りの混乱である。一票の価値の平等を実

現するために選挙区割りの変更がなされ、行政区

画や生活圏とは無関係に線引きが行われたために

大きな混乱を招いた。しかも、今回は突然の解散

でもあったために、この混乱に拍車がかかったよ

うに見える。

　このような投票価値の平等を実現するための区

割りの変更は、今後も繰り返されるにちがいな

い。選挙区の人口は固定されず、その流動化と人

口構成の変化は避けられないからである。一票の

価値の平等を保障する点でも、小選挙区制は極め

て不合理で不適格な制度なのだ。

　このような問題を解決するためには、制度を変

えなければならない。得票率に獲得議席が連動す

る比例代表制に変えれば、このような問題は解決

する。さし当り、全国11ブロックの比例代表はそ

のままに、小選挙区を廃止してその定数をそれぞ

れのブロックの比例代表定数に加算すればよい。

　もし、現行の制度が変わらないとすれば、得票

数と議席数の大きなかい離によって自民党が常に

優位に立つ状況の方を変えなければならない。そ

のために、唯一有効な方法は野党間の選挙協力で

ある。小選挙区で与党と野党が １対 １で対
たい

峙
じ

する

ような状況を作ることができれば、圧倒的に与党

が有利になる現行制度の欠陥を一定程度是正する

ことが可能になる。

　しかし、その場合でも選挙区割りの見直しと、

それに伴う混乱は解決できない。今後、人口減少

が進み、さらに人口分布は変化するにちがいな

い。その影響を最小限にとどめるための選挙制度

の変更、すなわち小選挙区制の廃止はいずれ避け

て通れなくなるだろう。
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野党の混乱と分裂２

「小池劇場」の開幕と暗転　

　総選挙の直前に野党第一党が姿を消すという、

あり得ないはずの事態が勃
ぼっ

発
ぱつ

した。安倍首相が正

式に衆院解散を表明した ９月25日、小池知事も記

者会見で新党「希望の党」の立ち上げと自らの代

表就任を明らかにした。こうして「小池劇場」が

幕を開け、やがて民進党の混乱と分裂に結びつい

ていく。

　解散表明の翌26日、市民連合と民進党・共産

党・社民党・自由党の ４野党は政策合意に調印し

た。その日の深夜、小池知事と前原誠
せい

司
じ

民進党代

表、連合の神
こう

津
づ

里
り

季
き

生
お

会長らが帝国ホテルで密談

している。『朝日新聞』の「検証　民進分裂」に

よれば、「民進党を解党したい。民進の衆院議員

は、希望の党に公認申請させます」と前原代表が

提案し、「それでいきましょう」と小池知事が応

じ、同時に「全員（の合流）は困る。私は、憲法

と安全保障は絶対に譲れません」と注文を付けた

という（同11月19日付）。

　つまり、「全員」の合流という「なだれ込み」

路線は、最初からあり得なかったのだ。そのこと

を知りながら、28日に開かれた両院議員総会で前

原代表は事実上の解党と希望の党への合流を提案

し、全員一致で承認された。小池人気を頼りに

「安倍一強」を打破して生き残りを図ろうという

思惑に支配されての結果だったといえる。

　しかし、このような思惑は直ぐに吹き飛んだ。

29日の都庁での記者会見で、小池知事は改憲や安

保で政策が一致しない民進党出身者について「排

除いたします」と明言した。この「排除の論理」

によって一挙に舞台は暗転し、それまで吹いてい

た「追い風」は「逆風」に転じた。

　こうして民進党は混乱のるつぼに投げ込まれ、

10月 ２ 日には枝野幸
ゆき

男
お

代表代行によって立憲民主

党の結成が発表される。結局、民進党は希望の党

への合流、立憲民主党への参加、無所属での立候

補、そして参院議員などの民進党残留という形

で、 ４つに分裂することになった。

　このような混乱が生じた要因は、民進党が都議

選で大敗を喫したことにある。その責任を取って

蓮
れん

舫
ほう

代表が辞任し、後任に前原新代表が選出され

た。代表選挙で対立候補となった枝野氏は共産党

を含む野党共闘の継続を訴えたが、前原氏は見直

しを主張した。野党共闘に消極的で小池新党との

連携に期待を寄せる右派グループに押されて前原

氏は新代表に当選する。

　総選挙でも都議選と同様の小池新党ブームが生

まれれば民進党は大敗して存亡の危機に陥る。か

といって、共産党などとの野党共闘で「勝利」す

ることも前原氏には望ましいことではなかった。

周辺には「共産党と組んだら、死んでも死にきれ

ない」（『朝日新聞』11月20日付）と話していた前

原氏にとって、それは「望まざる勝利」だったの

である。

　こうして、進退窮
きわ

まった前原氏にとっての唯一

の選択肢は、「小池に飛び込む」ことだけになっ

た。これが「なだれ込み」路線である。しかし、

民進党を道連れに飛び込んだ前原氏は「排除の論

理」に翻弄されておぼれ、「小池劇場」は希望の

党の失速という形で幕を引いた。「敗残の将」と

なった前原氏は希望の党に入り、小池知事はさっ

さと共同代表を辞任して都知事の椅子に舞い戻っ

たのである。
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野党共闘の試練と刷新　

　民進党の新代表に選ばれた前原氏は、それまで

各選挙区で行われてきた市民連合などの市民団体

と共産党など立憲 ３党との共闘の動きには批判的

だった。できれば共産党抜きで １対 １の対決構図

を作りたいというのが本心だったのではないか。

新たに就任した野党第一党の党首が野党共闘に消

極的だということも、安倍首相が突然、解散に踏

み切った要因の一つだったと思われる。「前原新

代表が就任したばかりの、今がチャンスだ」と。

　この安倍首相の思惑通りに前原氏は市民連合と

野党との政策合意を踏みにじり、野党内に大きな

混乱を持ち込んだ。しかし、突如として発生した

逆流と試練に対して立憲野党は直ちに対応し、そ

れを立て直すとともに刷新に成功した。

　衆院解散と民進党の事実上の解党がなされた ９

月28日、共産党は社民党との共闘に合意し、翌29

日に志位和夫委員長は「安保法制廃止を守って共

闘の大義に立って行動しようという方であれば、

私たちは共闘を追求したい」と表明した。これら

の動きは、民進党の消滅にもかかわらず連携可能

な勢力が生まれれば共闘は立て直せるという展望

を示す点で、重要な意味を持った。

　そして、それに応える動きが始まる。ネットな

どに沸き上がった「枝野立て」という声に押され

る形で、枝野氏が新党「立憲民主党」を立ち上げ

た。背景になったのは、2016年 ２ 月の「 ５ 党合

意」以来、積み重ねられてきた市民と野党との共

闘である。このような経験と実績がなければ、市

民の中から新党結成を求める声は上がらず、枝野

氏も確信をもって新党結成に踏み切れなかっただ

ろう。

　この立憲民主党の結成を機に、野党共闘をめぐ

る状況は一変する。翌10月 ３ 日、共産党は中央委

員会総会を開いて対応を協議し、新党結成を歓迎

するとともに枝野代表の選挙区での候補者擁立の

見送りを表明した。候補者調整について都道府県

別での協議を開始するとともに一本化に向けて67

の小選挙区予定候補を降ろし、多くのところで自

主的に支援を行った。

　こうして、立憲民主党は改選15議席を ３倍以上

も上まわる55議席を獲得して野党第一党となっ

た。市民の強力なバックアップと共産党などの他

の立憲野党の支援や協力なしには、このような成

果を上げることはできなかったにちがいない。

　野党共闘は大きな試練に直面したが、それに

よって、その意義や重要性が再確認され市民の財

産として再認識されたのである。それを失うまい

として多くの市民が立ち上がり、その力に押され

て各政党は連携し、相互の信頼を強め、人間関係

を深め、つながりを広めることができた。共闘は

単に再建されただけではない。それは刷新され、

よりバージョンアップされた形で生まれ変わった

のである。

　第 １に、共闘の核となるべき野党第一党が明確

に共闘推進の立場に立つことになった。安倍 ９条

改憲と安保法に反対するだけでなく、消費増税や

原発再稼働への反対でも、民進党より明確な政策

を打ち出している。旧民主党からぬぐいがたくこ

びりついていた負のイメージから脱却することに

も成功した。野党第一党は量的に減少したけれど

も、質的に強化されたのである。

　第 ２に、この立憲民主党の躍進は市民と野党共

闘の成果として達成された。とりわけ小選挙区で

当選した議員の多くは、そのことを十分自覚して

いるにちがいない。このような実感として共闘の

意義を理解できる議員が増えたことも、今後の共

闘の発展にとって重要な意味を持つ。「手を結べ
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ば勝てる」ことを知る者が増えれば増えるほど共

闘への期待が高まり、逆流は生じにくくなる。

　第 ３に、立憲民主党の選挙運動において、新た

な政治文化が生まれた。インターネットを利用し

たネット戦略が功を奏し、若者を巻き込んで大き

な威力を発揮した。特にツイッターでは自民党の

フォロワー数を抜き、投票日までに19万を超えて

いる。街頭演説も、いかにスマートに格好良く見

せるかに留意し、アーティストのプロモーション

レベルに高めたという評価もあるほどだった。

「立憲チームの勝利」に貢献した 
共産党　

　野党共闘の立て直しのために力を尽くしたの

が、共闘の推進力としての役割を担ってきた共産

党だった。共産党は市民と野党の共闘成功を方針

にすえ、10月 ７ 日には立憲民主党・社民党ととも

に市民連合との ７項目の政策合意を結び、協力・

連携して選挙に取り組んだ。その成果が立憲民主

党の躍進として結実し、市民と野党の共闘勢力が

全体として議席を増やすことができた。

　しかし、共産党は比例代表選挙を重点として

闘ったにもかかわらず、前回の14年総選挙で獲得

した20議席（606万票、11.37％）から、11議席

（440万票、7.90％）へと後退した。これに沖縄選

挙区で当選した １議席を合わせても12議席にすぎ

ない。改選21議席と比べれば ９議席減である。

　これは野党共闘全体で前進するための自己犠牲

的な献身の結果でもあった。他の野党共闘候補に

一本化するために候補者を降ろすという措置を取

り、そのために様々な制約を被ることになった。

小選挙区での候補者を減らせば、その分だけ政見

放送の時間や選挙カーの運行台数などに制約が生

ずる。それにもかかわらず候補者を取り下げたマ

イナスの影響が出たのである。

　また、選挙戦序盤において野党共闘の立て直し

のために忙殺され、小選挙区ごとの候補者調整に

手間取ったために比例代表を重点とする独自の選

挙活動が手薄になったという面もある。選挙公示

後、次第に野党共闘の体制が整い、小選挙区での

対決構図が固まったころに比例代表への取り組み

に力を入れたが、序盤の遅れを取り戻せなかった

ということだろう。

　そして何よりも、これまで共産党に引き寄せら

れてきた旧民主党や維新の党の支持者や革新無党

派層が、今回の選挙では立憲民主党に殺到したと

いうことではないだろうか。民主党政権や改革政

党として期待をかけた維新の党などに裏切られ、

失望した支持者や無党派層は共産党に期待を寄せ

てきた。これが地力以上の前進を可能にした背景

である。

　そのために共産党は、13年の都議選から連勝街

道を進み始める。同年 ７月の参院選、14年12月の

衆院選、16年 ７ 月の参院選、そして先の都議選

と、いわば連戦連勝だった。今回は一歩後退した

わけだが、13年以降でみれば ５勝 １敗の成績にな

る。しかも、連携の幅は広がり、共産党の威信と

信頼は高まった。次に前進できる条件と要因は十

分にある。悲観することはない。

　このような選挙結果について、市民連合も以下

のような「見解」を明らかにし、「日本共産党の

努力を高く評価」している。立憲野党のためのサ

ポ─ト役に徹し、ゴール前へのアシストによって

得点を挙げることに貢献した共産党は、チームの

勝利のために大きな役割を果たしたのである。

　「立憲民主党が選挙直前に発足し、野党協力の

態勢を再構築し、安倍政治を憂える市民にとって

の選択肢となったことで野党第一党となり、立憲

主義を守る一応の拠点ができたことは一定の成果

と言えるでしょう。この結果については、自党の
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闘利益を超えて大局的視野から野党協力を進めた日

本共産党の努力を高く評価したいと考えます。社

会民主党も野党協力の要としての役割を果たしま

した。

　そして何よりも、立憲野党の前進を実現するた

めに奮闘してきた全国の市民の皆さんのエネル

ギーなくして、このような結果はあり得ませんで

した。昨夏の参議院選挙につづいて、困難な状況

のなかで立憲民主主義を守るための野党共闘の構

築に粘り強く取り組んだ市民の皆さんに心から

エールを送ります。」

民進党の分裂で「また割き状態」に
陥った連合　

　今回の選挙に当たって、労働組合はどのように

対応したのだろうか。全労連は、市民と野党の共

闘実現のために力を尽くし、野党統一候補の勝利

に向けて要求実現の立場での活動に参加した。傘

下の単産や単組も、組合員の政党支持の自由を保

障しながら、市民と立憲野党の共闘を後押しする

活動に取り組んだ。

　これに対して連合は、神津会長が希望の党への

民進党の合流を話し合った ９月26日深夜の密談に

同席し、「信義なき再編」の旗振り役の一人に

なっている。しかし、小池都知事の「排除の論

理」によって全員の合流は不可能になり、民進党

は希望の党・立憲民主党・無所属に分裂した。

　これに伴って、連合の選挙支援も「また裂き状

態」に陥った。連合全体として特定の政党を支援

するのではなく、傘下の産別組合がそれぞれ個別

に民進党系の候補者を支援するという方針を取ら

ざるを得なくなったのである。

　民進党分裂で連合の組織内候補も ３分裂した。

連合傘下の産別による各候補の支援の状況は、図

４の通りになっている。希望の党に対しては、自

動車総連・電機連合・JP労組・情報労連、立憲

民主党については運輸労連・JP労組・私鉄総連、

無所属の候補者に対しては、UAゼンセン・自治

労・全国農団労が、それぞれ支援した。

　連合労組の場合、労働組合として特定の政党や

候補者の支持を機関で決定し、組合員に支持を押

し付けるという方法が一般的である。今回のよう

に、その支持の対象が分裂したり、動向が不明で

あったりした場合、組合や組合員の側も振り回さ

れることになる。特定政党支持押し付けの問題点

が、より大きな形で浮き彫りになったと言える。

　これに対して、労働組合としての自主性を尊重

しつつ、共同行動の実現に向けて努力した例もあ

る。全国一般東京東部労組の地元である東京・葛
かつ

飾
しか

地域の労働組合 ４ 団体が10月 ４ 日、「今回の総

選挙にあたって、私たち ４団体は、この間の運動

の積み重ねを踏まえて、憲法改悪反対、『戦争法』

廃止、『共謀罪』法廃止の世論を盛り上げるため

に、力を尽くします」という共同アピールを発表

した。

　この ４団体は、東部労組が加盟している葛飾区

労協のほか、葛飾区労連・葛飾区職労・東京土建

葛飾支部で、それぞれ連合・全労連・全労協と異

なるナショナルセンター（労働組合の中央組織）

などに所属している。この ４団体は、2016年 ５ 月

に「労働組合の上部組織の違いを超えて、『戦争

古本伸一郎（愛知 11 区）…
浅野哲（茨城 5区）…………
奧野総一郎（千葉 9区）……
田嶋要（千葉 1区）…………
山井和則（京都 6区）………

赤松広隆（愛知 5区）………

山花郁夫（東京 22 区）………
辻元清美（大阪 10 区）………

伴野豊（愛知 8区）……………
逢坂誠二（北海道 8区）………
篠原孝（長野 1区）……………
小山展弘（静岡 3区）…………

図 4　民進党分裂で連合の組織内候補も 3分裂した

出所：『毎日新聞』2017 年 10 月 19 日付。

希
望
の
党

立
憲
民
主
党

無
所
属

※敬称略。逢坂氏は立憲に入党し、無所属で出馬

自動車総連
電機連合
JP労組
情報労連
情報労連

運輸労連
JP労組
JP労組
私鉄総連

UAゼンセン
自治労
全国農団労
全国農団労

民
進
党
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法の廃止を求める』共同アピールを発表し、その

後、共同での駅頭宣伝・署名行動、学習会の開催

などを行ってき」たという。

　これは野党共闘を草の根から作り上げていく貴

重な例である。今後も、組合員の政党支持の自由

を尊重しながら、労働組合として可能な形での共

同を進めていくことが求められている。

今後の闘い─その課題と展望３

安倍 ９ 条改憲をめぐる激突　

　総選挙後の特別国会での所信表明演説で、安倍

首相は改憲論議の加速化を呼びかけた。「与野党

の枠を超えて、建設的な政策論議」を行う努力の

中で、「憲法改正の議論も前に進むことができる」

と表明したのである。

　与党が ３ 分の ２ を超え、「改憲勢力」が ８ 割を

突破した総選挙での結果を受けて、安倍首相が ９

条改憲に本腰を入れ、その動きをスピードアップ

したいと考えていることは間違いない。しかし、

事態はそう簡単ではない。「改憲勢力」とは言っ

ても、その中身はバラバラだからである。

　まず、安倍首相の掲げる自衛隊の明記など ４項

目の改正案について、自民党内が一致していな

い。12年自民党改憲草案のように ９条 ２項を削除

して自衛隊を国防軍とするべきだという意見が

14%ある。

　自衛隊明記については、与党の公明党も反対し

ており、「改憲勢力」とされている希望の党や維

新の会も積極的ではない。希望の党の玉木雄一郎

代表は特別国会での代表質問で安倍首相の改憲案

について「違和感を禁じ得ない」と述べ、「平和

主義や専守防衛の立場から、どこまで自衛権が認

められるのかをしっかり議論すべきだ。立憲主義

にのっとって、憲法の議論を正しくリードした

い」と語っている（『毎日新聞』11月22日付）。

　野党第一党の立憲民主党の枝野幸男代表も代表

質問で、安保法を「立憲主義の観点から決して許

されない」と批判し、改憲については「今ある憲

法を守ってから言え、それがまっとうな順序だ」

と、対決姿勢を鮮明にした。もちろん、共産党と

社民党は改憲に反対する立場で一貫している。

　 ９条改憲について安倍首相は、11月21日の参院

本会議で、「合憲の自衛隊を書き加えることで何

が変わるのか」という民進党の大塚耕平代表の質

問に答えて、「自衛隊の任務や権限に変更が生じ

ることはない」と述べるとともに、「自衛隊員に

『君たちは憲法違反かもしれないが、何かあれば

命を張ってくれ』というのはあまりにも無責任

だ。そうした議論が行われる余地をなくしていく

ことが私たちの世代の責任ではないか」と改めて

表明した。

　 ９条改憲によって何も変わらない、自衛隊が違

憲だと言われなくなるだけだというのである。つ

まり、「違憲」の ２文字を消すための改憲である。

そうすれば、自衛隊員は「何かあれば命を張って

くれ」、気持ち良く死んでいってくれるとでもい

うのだろうか。そのために、改憲発議と国民投票

に政治的エネルギーを費やし、何百億円もの国費

を投じようというのである。

　そんなことがいま必要なのかが、国民に問われ

ている。政治が力を尽くして緊急に取り組むべき

他の課題が別にあるのではないのか。改憲ではな

く、国際環境の改善による平和と安全の確保、少

子化対策や景気回復こそ、政治が全力を傾けて解

決するべき課題なのだということを、国民に理解
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特
　
集

18
国
民
春
闘してもらうことが必要である。

　安倍 ９条改憲をめぐる激突において、憲法96条

で規定されている改憲論一般とは区別し、安倍首

相が目指している ９条改憲の違憲性と問題点を暴

露し孤立させなければならない。そのためにも、

国民的な学習運動を組織して安倍 ９条改憲の狙
ねら

い

を明らかにし、反対世論を広げていくことが重要

である。安倍 ９条改憲NO！全国市民アクション

が提起している3000万人署名を核として国民的な

運動を盛り上げ、たとえ国民投票を行っても勝て

る見通しを持てなくすることで、改憲策動の息の

根を止めなければならない。

野党共闘の継続と発展　

　このような安倍 ９ 条改憲NOの運動にとって

も、市民と立憲野党の共同が大きな力となるにち

がいない。それだけでなく、原発再稼働や沖縄の

辺
へ

野
の

古
こ

新基地建設反対、消費税の再増税や偽りの

「働き方改革」、全世代にわたる社会保障給付の削

減と負担増への反対などの運動においても、市民

と野党の共同を追求することが必要である。

　これまでも、国会正門前集会や周辺での抗議行

動、各種の集会やデモ、駅頭での演説会などで政

党代表があいさつしたりエールを交換したりする

ことがあった。そのような場を数多く設定すると

ともに、そこに野党の代表を招き、できるだけ多

く市民の声に直接、接する機会を作っていくこと

が重要である。

　国会議員は、そのような場に身を置くことで変

わっていく。そのような場に、国会議員を招くこ

とによって変えることもできる。市民の運動と国

会内での審議の連動も可能となるだろう。国会内

外の動きを結び付けることによって、議員を鍛え

成長させ、国会内の議論を活性化させることも、

これからの大衆運動の大きな役割なのである。

　もちろん、選挙への取り組みも忘れてはならな

い。労働組合の活動や大衆運動において共同の実

現という視点を貫くとともに、国政選挙だけでな

く各種の地方選挙での市民と野党との共闘を可能

な限り実現していく必要がある。

　地方自治体の首長選挙での市民と立憲野党の共

闘の実現、各種議員選挙での政策協定、相互推薦

や相互支援も検討されるべきだろう。これらの経

験を積み重ねながら、2019年 ４ 月の統一地方選挙

や夏の参院選に向けての野党共闘を、今から準備

していかなければならない。

　とりわけ、2019年 ７ 月の参院選に向けての取り

組みが重要である。この時まで安倍 ９条改憲の発

議を阻止し、改憲勢力を ３分の ２以下にするだけ

でなく与党を過半数以下にできれば、安倍内閣を

打倒することが可能になる。そのためにも、野党

の連携と共闘を何としても実現することが必要で

ある。

むすび　
　総選挙の結果、安倍政権の基盤にはほとんど変

化がなかった。選挙中の野党の分裂によって、

「一強多弱」と言われるような国会の状況はさら

に強まったように見える。安倍首相の驕
おご

りは一層

高まり、強引な国政運営も強まっていくにちがい

ない。すでに、国会質問における与野党の時間配

分の比率を変え、与党の質問時間を増やそうとし

ている。

　選挙が終わっても、国政の課題に変化はない。

「森友」「加計」学園疑惑は解明されていず、選挙

があったからといってウヤムヤにしてはならな
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い。安倍首相夫妻の関与や国政の私物化に対する

真相解明と追及は、引き続き重要な課題になって

いる。

　北朝鮮危機にも変化はなく、国民の不安は解消

されていない。トランプ米大統領に追従し、圧力

一本やりの安倍首相の対応は問題の解決を遅らせ

るだけでなく危機を高めている。対話の可能性を

探り、軍事力によらない解決の道を模索するしか

ない。

　安倍首相が選挙中に約束した全世代を対象にし

た社会保障の組み換えは、全世代を対象にした社

会保障の切り下げと負担増に転化しようとしてい

る。教育費の負担軽減と子育て支援の充実は選挙

対策のための思い付きにすぎなかった。

　国民の生活と労働を守るたたかいは、さらに大

きな意義と役割を担うことになる。アベ暴走政治

をストップさせ、日本が直面している危機からの

活路は共闘にしかない。バラバラでは勝てないこ

と、統一して力を合わせてこそ勝利への展望が開

かれること──これが今回の総選挙における最大

の教訓だった。そのために労働組合と労働運動が

大きな役割を果たすことが期待されている。この

期待に応えることこそ、来るべき春闘の最大の課

題ではないだろうか。

　これまで日本では維新の党や都民ファーストの

会などの「右派ポピュリズム」はあっても、今回

のような「左派ポピュリズム」の発生はあまりな

かった。今回、それが生まれたのだと思う。

　「ポピュリズム」とは既存のエスタブリッシュ

メントの政治への不信、エリートに政治を任せて

いられないという自発的な政治参加の波を意味し

ている。それが排外主義に向かえば右派、民主主

義を活性化させれば左派ということになる。

　今回の総選挙では、希望の党による「右派ポ

ピュリズム」の発生が抑制され、立憲民主党によ

る「左派ポピュリズム」が生まれた。それは、ア

メリカ大統領選挙でのサンダース、フランス大統

領選挙でのメランション、イギリス総選挙での

コービンなどによる「左派ポピュリズム」旋風と

共通するものだったといえる。

　国際的な政治の流れに呼応する新たな市民政治

の局面が「左派ポピュリズム」の発生という形で

表面化し、立憲主義を守り民主主義を活性化させ

る新しい展望を切り開いたのではないだろうか。

ここにこそ、今回の総選挙が戦後政治において

もっている重要な意味があったように思われる。
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